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　設定来の基準価額の推移
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※騰落率は、1ヵ月前、3ヵ月前、6ヵ月前、1年前、3年前の各月の月末および設定日との比較です。

※分配金再投資基準価額の設定来騰落率は、1万口当たりの当初設定元本との比較です。

※当ファンドは、原則として月次で各資産の投資比率の見直しを行うため、当ファンドの値動きを表す適切な指数が

存在しないことから、特定のベンチマークおよび参考指数を設けておりません。

※基準価額は1万口当たりです。

※基準価額は1万口当たり、作成基準日現在、年率1.375％（税抜1.25％）の信託報酬控除後です。

※分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したものです。

※グラフは過去の実績であり､将来の成果を示唆または保証するものではありません。

※分配金は1万口当たり、税引前です。運用状況

等によっては分配金額が変わる場合、或いは

分配金が支払われない場合があります。

※当ファンドの純資産総額に対する比率です。

 基準価額 10,172 円

 純資産総額 22.0 億円

　最近5期の分配金の推移

2023/04/24 0 円

2023/10/24 0 円

2024/04/24 200 円

2024/10/24 200 円

2025/04/24 100 円

設定来合計 900 円

　投資環境

資産 指数 1ヵ月前 3ヵ月前 6ヵ月前 1年前 3年前 設定来

日本株式 東証株価指数（TOPIX）（配当込み） 5.10% 5.69% 5.92% 3.58% 57.85% 92.28%

米国株式 MSCI USA Index(配当込み)（円換算後） 7.55% ▲2.63% ▲5.44% 5.42% 67.74% 180.69%

J-REIT 東証REIT指数（配当込み） 1.75% 2.98% 7.26% 4.82% ▲1.18% ▲2.26%

海外債券
Bloomberg Global Credit - Japan Total
Return Index Hedged JPY

▲0.34% ▲0.30% ▲0.26% 1.46% ▲3.48% ▲5.65%

※国内指数の設定来騰落率は、設定日前営業日の終値との比較です。

※外国指数の騰落率は、当該日前営業日の現地終値を基に算出しております。

※騰落率は、Bloombergのデータを基にＳＢＩ岡三アセットマネジメントが算出しております。

※各指数の著作権等については、4ページをご参照ください。

　ポートフォリオ構成比率

資産 マザーファンド 2025/4/30 2025/5/30 増減

日本株式 日本連続増配成長株マザーファンド 6.7% 9.6% 2.9%

米国株式 米国成長株クオンツマザーファンド 6.5% 9.4% 2.9%

J-REIT Jリート・マザーファンド 6.4% 9.5% 3.1%

海外債券 日系外債マザーファンドⅡ 77.2% 68.5% ▲8.7%

 短期金融商品その他 3.1% 3.0% ▲0.2%

　騰落率

1ヵ月前 3ヵ月前 6ヵ月前 1年前 3年前 設定来

0.73% ▲2.20% ▲2.80% ▲1.16% 10.38% 10.87%分配金再投資基準価額

リスク抑制型・４資産バランスファンド 愛称 にいがた創業応援団
追加型投信／内外／資産複合
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販売用資料 ＜月次運用レポート＞ 2025年5月30日現在

　日本連続増配成長株マザーファンドの状況

＜投資環境と運用経過＞

　米国成長株クオンツマザーファンドの状況

＜投資環境と運用経過＞
※各比率はマザーファンドの純資産総額に対する比率です。

5月の国内株式市場は上昇しました。月初に開催された日銀金融政策決定会合では物価見通しが下方修正されました。利上げ期待が後退

したことで円安が進行し、輸出関連株を中心に株価は上昇しました。その後、英国との貿易協定が妥結したことや、中国と相互関税の一定

期間引き下げで合意したことで、米国の関税政策に対する懸念が和らぎ、株価は一段高となりました。短期間で大きく株価が上昇したこと

から、中旬にやや調整する局面がありましたが、円高ドル安が一服したことや、米国の関税政策に対する警戒感が後退したことなどが支援

材料となり、月末にかけても株式市場は戻りを試す展開となりました。

当ファンドの運用につきましては、株価が上昇したITサービス株や飲料株などを一部売却し、株価に出遅れ感があると判断したサービス

株と化学株を買い増しました。

5月の米国株式市場は上昇しました。前半は、米国が英国との貿易協定の妥結や中国との相互関税の一定期間の引き下げで合意したこと

から、貿易摩擦への警戒感が後退し、株価は上昇しました。その後、トランプ米政権の財政政策が拡張的との見方や米連邦準備制度理事会

(FRB)高官の発言を受けて早期の利下げ期待が後退したことで、米長期金利が上昇し、株価は反落しました。月末にかけては、欧州連合

(EU)に対する関税措置の行方などを巡って、トランプ米政権の政策運営が不透明感を増したという見方から、株価は方向感に乏しい展開

となりました。

当ファンドの運用につきましては、運用方針に則り、米国の大型・中型株式の中から、定量基準によって成長性が優れると判断される銘柄

へ投資しました。資金流出入に応じて等金額投資を目標に各銘柄の売買を行い、株式組入比率を高位に維持しました。

＜組入上位10銘柄＞

銘柄名 比率

1 東京海上ホールディングス 6.5%

2 積水ハウス 5.1%

3 ソニーグループ 5.1%

4 Ｔ＆Ｄホールディングス 4.1%

5 富士通 3.3%

6 三菱商事 2.9%

7 光通信 2.8%

8 MS&ADインシュアランスグループホールディングス 2.7%

9 日本電気 2.5%

10 積水化学工業 2.4%

＜組入上位10業種＞

業種 比率

1 電気機器 17.2%

2 保険業 13.2%

3 情報・通信業 12.2%

4 化学 10.3%

5 建設業 7.5%

6 サービス業 7.4%

7 卸売業 6.6%

8 小売業 3.9%

9 精密機器 3.3%

10 ガラス・土石製品 3.0%

＜組入上位10銘柄＞

銘柄名 セクター 比率

1 SNOWFLAKE INC-CLASS A ソフトウェア・サービス 2.7% 

2 BOOKING HOLDINGS INC 消費者サービス 2.7% 

3 HEICO CORP 資本財 2.6% 

4 CROWDSTRIKE HOLDINGS INC - A ソフトウェア・サービス 2.6% 

5 AMPHENOL CORP-CL A テクノロジー・ハードウェアおよび機器 2.5% 

6 NVIDIA CORP 半導体・半導体製造装置 2.5% 

7 PHILIP MORRIS INTERNATIONAL 食品・飲料・タバコ 2.5% 

8 DOORDASH INC - A 消費者サービス 2.5% 

9 CORTEVA INC 素材 2.5% 

10 DYNATRACE INC ソフトウェア・サービス 2.5% 

＜組入上位10セクター＞

セクター 比率

1 ソフトウェア・サービス 19.5%

2 資本財 14.8%

3 保険 9.7%

4 素材 7.5%

5 金融サービス 7.3%

6 ヘルスケア機器・サービス 7.3%

7 消費者サービス 5.2%

8 医薬品・バイオテクノロジー・ライフサイエンス 4.9%

9 テクノロジー・ハードウェアおよび機器 2.5%

10 半導体・半導体製造装置 2.5%

リスク抑制型・４資産バランスファンド 愛称 にいがた創業応援団
追加型投信／内外／資産複合

※各比率はマザーファンドの純資産総額に対する比率です。

当レポートは11枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（2/11）  553340



販売用資料 ＜月次運用レポート＞ 2025年5月30日現在

　Jリート・マザーファンドの状況

＜投資環境と運用経過＞

　日系外債マザーファンドⅡの状況

＜投資環境と運用経過＞

※マザーファンドの純資産総額に対する比率です。

※マザーファンドの純資産総額に対する比率です。

※償還日が「－」表示の銘柄は、永久債のため償還日

を表示していません。

※期限前償還日が設定されている銘柄に関しては、次回の期限前償還日までの期間で算出しています。

変動利付債に関しては、デュレーションは次回利払い日までの期間、利回りは現在のクーポン、償還日を基準

に算出しています。なお、クーポンを後決めする債券は直近利払い期間の実績のクーポンを使用しています。

※デュレーションとは投資元本の平均回収年限のことを言います。また、金利変動に伴う債券価格の変動性を

示す指標として用いられ、一般的にこの値が大きい程、金利変動に伴う債券価格の変動リスクが大きくなり

ます。

5月のJリート市場は、日銀金融政策決定会合で公表された展望レポートにおいて、経済・物価見通しが下方修正されたことを受け、利上げ

時期が後ろ倒しになるとの観測が強まり、上昇して始まりました。しかしその後は、東証REIT指数が年初来高値を更新したことによる利益

確定売りが強まったほか、国内長期金利の上昇も重なり、上昇幅を縮小しました。月末にかけては、国内株式市場の上昇による投資家心理

の改善や、国内長期金利の低下を背景に、Jリート市場は再び上昇基調を取り戻しました。

当ファンドの運用につきましては、投資口価格の下落によって割安感が強まった複合型リートや、決算内容から今後の収益拡大が期待で

きると判断した複合型リートを新たに買い付けました。一方で、相対的に割安度が低下したと見られるオフィス型リートについては、利益を

確定するために売却を行いました。

5月の米国の債券市場は、利回りが上昇（債券価格が下落）しました。トランプ政権の政策運営に関する先行き不透明感を背景に、米国か

らの投資資金の流出が懸念されたことなどから、米国債に売りが出る展開となりました。また、関税措置の実体経済への影響が見通せず、

米連邦準備制度理事会（FRB）が様子見姿勢を維持したことも、当面の利下げ期待を後退させて、利回りの上昇を促しました。

対米国債でのスプレッド（社債と国債の利回り格差）は、縮小しました。前月のスプレッド拡大によって投資妙味を高めた社債市場に、投資

家の物色が広がる展開となりました。また、米国の関税措置に関して、一部で税率の軽減や適用の延期等が見られ、トランプ大統領の強硬

姿勢が軟化したことも、市場のリスク警戒感の緩和と流動性の回復を促し、スプレッドの縮小要因となりました。

当ファンドの運用につきましては、米ドル建て債券、およびユーロ建て債券への投資を行い、合計の債券組入比率は概ね高位を維持し、利

息収入の確保に努めました。

＜組入上位10銘柄＞

銘柄名 比率

1 日本ビルファンド投資法人 5.9%

2 ジャパンリアルエステイト投資法人 5.8%

3 日本都市ファンド投資法人 5.7%

4 野村不動産マスターファンド投資法人 5.6%

5 ＫＤＸ不動産投資法人 4.4%

6 ＧＬＰ投資法人 4.3%

7 日本プロロジスリート投資法人 4.1%

8 大和ハウスリート投資法人 3.9%

9 オリックス不動産投資法人 3.6%

10 ジャパン・ホテル・リート投資法人 3.3%

 保有債券の平均利回り 5.19%

 保有債券の平均直利 5.06%

 ファンド全体のデュレーション 5.06年

＜組入上位10銘柄＞

銘柄名 通貨 利率 償還日 比率

1 富国生命保険相互会社 米ドル 6.800% －　 　　 6.3%

2 朝日生命保険相互会社 米ドル 6.900% －　 　　 6.2%

3 第一生命保険株式会社 米ドル 6.200% －　 　　 6.0%

4 三井住友海上火災保険 米ドル 4.950% －　 　　 6.0%

5 住友生命保険 米ドル 5.875% －　 　　 5.9%

6 国際協力機構 米ドル 4.250% 2030/05/22 5.3%

7 日本政策投資銀行 米ドル 4.875% 2035/01/16 5.1%

8 日本生命保険 米ドル 6.250% 2053/09/13 5.1%

9 ＪＴインターナショナル・ファイナンシャル・サービシズ ユーロ 2.375% 2081/04/07 4.6%

10 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 米ドル 8.200% －　 　　 3.8%

リスク抑制型・４資産バランスファンド 愛称 にいがた創業応援団
追加型投信／内外／資産複合
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販売用資料 ＜月次運用レポート＞ 2025年5月30日現在

　基準価額の変動要因

　ファンドマネージャーのコメント

＜運用経過＞

ファンドの追加・解約に合わせて、各マザーファンドの受益証券の売買を行い、各資産の実質合計組入比率を高位に保ちました。また、日

系外債マザーファンドⅡの実質組入外貨建資産については為替ヘッジを行いました。月央に実施した投資比率の見直しでは、前回見直し

時より市場の価格変動の度合い（ボラティリティ）が低下したため、日系外債の組入比率を引き下げた一方、日本の株式、米国の株式、J-

REITの組入比率を引き上げました。

＜今後の運用方針＞

各マザーファンドの受益証券を組み入れ、実質合計組入比率を高位に維持する方針です。また、月央に投資比率の調整を行い、ポートフォ

リオのリスク水準を管理することにより、安定した収益の確保と投資信託財産の成長を目指して運用する方針です。

※基準価額の変動要因とは、基準価額の変動の要因を各投資対象ファンド、分配金、信託報酬等に分けて1万口当たりで表示したものです。

簡便法により試算した概算値であり、実際の基準価額の変動を正確に説明するものではありません。

※その他は、主として為替ヘッジに伴う損益です。

 前月末基準価額 10,098 円

 当月末基準価額 10,172 円

 前月末比 74 円

 投資対象ファンド要因

日本連続増配成長株マザーファンド 36 円

米国成長株クオンツマザーファンド 45 円

Jリート・マザーファンド 16 円

日系外債マザーファンドⅡ 85 円

その他 ▲97 円

 その他のコスト等

分配金（税引前） 0 円

信託報酬等 ▲11 円

※ 今後の運用方針等は、将来の市場環境の変動等により変更される場合があります。また、市場環境等についての評価、

分析等は、将来の運用成果を保証するものではありません。

リスク抑制型・４資産バランスファンド 愛称 にいがた創業応援団
追加型投信／内外／資産複合

「東証株価指数（TOPIX）（配当込み）」の著作権等について

配当込みTOPIX（以下、「東証株価指数（TOPIX）（配当込み）」といいます。）の指数値及び東証株価指数（TOPIX）（配当込み）に係る標章又は商標は、株式会社ＪＰＸ総研又は

株式会社ＪＰＸ総研の関連会社の知的財産です。

「MSCI USA Index(配当込み)」の著作権等について

MSCI指数はMSCI Inc.が算出している指数です。同指数に関する著作権、知的財産権その他一切の権利はMSCI Inc.に帰属します。またMSCI Inc.は、同指数の内容を変

更する権利および公表を停止する権利を有しています。

「東証REIT指数（配当込み）」の著作権等について

配当込み東証REIT指数（以下、「東証REIT指数（配当込み）」）の指数値及び東証REIT指数（配当込み）に係る標章又は商標は、株式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関

連会社の知的財産です。

「Bloomberg Global Credit - Japan Total Return Index Hedged JPY」の著作権等について

「Bloomberg®」および本指数は、Bloomberg Finance L.P.および、同インデックスの管理者であるBloomberg Index Services Limited（以下「BISL」）をはじめと

する関連会社（以下、総称して「ブルームバーグ」）のサービスマークであり、ＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社による特定の目的での使用のために使用許諾されています。

ブルームバーグはＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社とは提携しておらず、また、当ファンドを承認、支持、レビュー、推奨するものではありません。ブルームバーグは、当ファ

ンドに関連するいかなるデータもしくは情報の適時性、正確性、または完全性についても保証しません。

当レポートは11枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（4/11）  553340



　ファンド情報

設　定　日 2019年10月31日

償　還　日 2029年10月24日

決　算　日 毎年4月24日および10月24日（休業日の場合は翌営業日）

　ファンドの特色（1）

リスク抑制型・４資産バランスファンド 愛称 にいがた創業応援団
追加型投信／内外／資産複合
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　ファンドの特色（2）
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　投資リスク（1）
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　投資リスク（2）
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　お申込みメモ
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　ファンドの費用

　委託会社および関係法人の概況

委 託 会 社 ＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社　 （ファンドの運用の指図を行います。）

金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第370号
加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会

受 託 会 社 三井住友信託銀行株式会社　 （ファンドの財産の保管及び管理を行います。）
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販売用資料 ＜月次運用レポート＞ 2025年5月30日現在

日本証券業
協会

一般社団法人
日本投資

顧問業協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

（金融商品取引業者）

岡三にいがた証券株式会社 関東財務局長（金商）第169号 ○

商号 登録番号

加入協会

　販売会社について

受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付目論見書）、投資信託説明書（請求目論見書）及び運用報告書の交付の取扱
い、解約請求の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行います。

　ご注意

・ 本資料はＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社が作成した販売用資料です。購入の申込みに当たっては、投資信託説
明書（交付目論見書）をお渡ししますので必ず内容をご確認のうえ、投資判断はお客様ご自身で行っていただきますよ
うお願いします。投資信託説明書（交付目論見書）の交付場所につきましては「販売会社について」でご確認ください。

・ 本資料中の運用実績等に関するグラフ・数値等はあくまでも過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証
するものではありません。また、税金、手数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆様の実質的な投資成果を示す
ものではありません。

・ 本資料の内容は作成基準日のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、市況の変動等により、方針
通りの運用が行われない場合もあります。

・ 本資料は当社が信頼できると判断した情報を基に作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありま
せん。
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